新国際情勢下の地下資源と農業資源 : 日本・アフリカ関係へのインプリケーション (木綿良行名誉教授古稀記念号) by 小松 啓一郎 et al.
はじめに
２００８年（平成２０年）５月２８日～３０日の３日間にわたって第４回・東京
国際アフリカ開発会議 (TICAD IV=The Fourth Tokyo International Conference
on African Development) が開催された（於横浜市）。
TICAD IV 参加目的で横浜を訪問したマダガスカル共和国のマーク・
ラヴォルマナナ (Marc Ravalomanana) 大統領の要請により，筆者自身も同
年９月４日付で「マダガスカル共和国大統領・特別顧問」に就任し，折か
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経済緊密化と地域経済優先政策 (Regionalisation and regionalism in East Asia)










４） IDE (Institute of Developing Economies)＝アジア経済研究所は，JETRO (Ja-
pan External Trade Organisation)＝日本貿易振興機構（当時は「日本貿易振
興会」）と１９９８年７月１日に統合。




６） Hiratsuka, Daisuke. Director-General of Development Studies Centre, Institute
of Developing Economies (IDE-JETRO), in his presentation entitled ‘Regionali-
sation and regionalism in East Asia: Where will East Asia go?’ given for the
Development and Sanjaya Lall Programme Seminars (Michaelmas Term 2007)
by the Department of International Development (Queen Elizabeth House),
































グラフ１ GDP per capita
by country in East Asia (US dollars)

























グラフ２ Comparative per Capita Income Growth Paths:
Sub-Saharan Africa vs. Other Regions
Source: Benno Ndulu et al, Challenges of African Growth: opportunities,













































































７） Benno Ndulu, Advisor, Africa Region, World Bank, Washington DC, in his
presentation entitled ‘Economic Policies for African Growth –Opportunities and














































































A reappraisal After Fifty Years’, at the Imperial War Museum, London, 5-6
December 1991 in Komatsu, Keiichiro. Origins of the Pacific War and the Im-






































Bush) 大統領やドナルド・ラムズフェルド (Donald Rumsfeld) 国防長官らが









１２） 次の資料を基に Komatsu Research & Advisory が作成。Naval Postgraduate
School:
http://www.nps.edu/Academics/centers/ccc/images/si/reliraq.jpg









ィグリッツ (Joseph Stiglitz) 米コロンビア大学教授が米ハーバード大学のリ
ンダ・ビルメス (Linda Bilmes) 教授と共同で算出した数字では，開戦直前
のブッシュ政権側の見積もり額の４０倍もの高コストに達していたとの計
図１ イラクの主要民族・宗教・宗派分布図







































































































たとえば，米国中央情報局 (CIA=Central Intelligence Agency) のウェブサ
１６） かつて，イラクとの国境付近で開始された三井物産系イラン・ジャパン石油








































































(ISAF=International Security Assistance Force) も，それから８年後の２００９年
まで増派し続けざるを得ない状況に直面しており，既に駐留米軍約７万人，
NATO 軍指揮下の ISAF 軍約４万人，合計では１１万人規模の派兵に至っ
たため，ピーク時の旧ソ連駐留軍と同規模に達している事実を忘れてはな
らない。





で勝てる戦争 (winnable war) だ」と主張していた。にもかかわらず，オバマ
現大統領はその就任直後の２万１千人増派に引き続き，２００９年１２月２日
にはさらに３万人の増派プランを発表し，他の NATO 軍増派も要請する
























































































Trade and Industry) および新設官庁・英国海外貿易総省 (British Trade Interna-
グラフ５ アフガニスタンとイラクにおける英軍死者数（年間）の推移





































































































































出所：International Energy Agency (IEA) および OECD の資料から World Research





米国 ７，６９９．５ ８，１５１．８ ７，８８５．９
英国 ３，７０８．８ ３，９７１．４ ３，８９４．６
日本 ３，５９５．１ ４，１５１．８ ４，１３５．３
ブラジル ８９７．０ １，０６８．０ １，１２４．０
ロシア ５，９２３．０ ４，１９６．０ ４，５１９．０
インド ３７７．０ ４５２．０ ４９１．０









































































































































るギニア湾 (Gulf of Guinea) 内での２００７年６月の海底油田の発見は，タ
ロー石油 (Tullow Oil plc) の英国子会社によるものであるが，その約２か月
後の８月には同海域で第二油田も発見されたため，国際石油メジャーのみ
グラフ９ 石油備蓄日数
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アムネスティ・プログラム」(60-day amnesty programme) を始動させている。
























２９） 国家エネルギー委員会 (NEC=National Energy Council) 高官へのインタビ
ュー，２００９年１１月１９日（於同国首都アブジャ）。
３０） African Studies Center, ‘How Big is Africa? Curriculum Guide to Accompany
Poster’, Boston University, 1998:
http://www.bu.edu/africa/outreach/materials/handouts/howbig.html (Accessed 18
December 2009).
３１） Population Reference Bureau, ‘2008 World Population Data Sheet’, August
2008:


























トップに挙げられているのが法的な透明性 (Legal transparency) で６８％
３３） Tsukamoto, Hiroshi. President of Japan External Trade Organization, in his
presentation entitled ‘Japan’s Challenge for the Future: New Economic Growth




に上っており，続いて債権の回収度＝信用度 (Receivables collection) が５６％
















表１ Concerns about Business in China
1 Legal transparency 68%
2 Receivables collection 56%
3 IPR protection 44%
4 Infrastructure 39%
5 Foreign exchange 38%
6 Country information 28%
7 Tariff rates 25%
8 Public safety 16%
Source: JETRO survey of Japanese companies operating in China intro-
















グラフ１０ What are your plans for China in the next 3 years or so?
Source: JETRO, ‘Survey of Japanese Firms’ International Operations’, March 2006 introduced
by Hiroshi Tsukamoto, 25 September 2006.






2005/12 75.3 22.2 1.2




















出所：世界経済情報サービス，内閣府，JETRO の資料に基づき，Komatsu Research &
Advisory が作成。








































３５） 次の資料に基づき，Komatsu Research & Advisory が作成。
日本および英国１９９３年～２００４年統計：（財）世界経済情報サービス（ワイ
















































なお，内閣府・経済社会総合研究所（英語名 ESRI=Economic and Social Re-






Ｑ１ Ｑ２ Ｑ３ Ｑ４ Ｑ１ Ｑ２ Ｑ３ Ｑ４ Ｑ１ Ｑ２ Ｑ３ Ｑ４
固定基準年方式 ２．６ ２．１ １．９ １．９ １．４ １．８ ２．３ ２．３ ２．１
連鎖方式 １．７ １．５ １．９ １．９ １．８ ２．１ ２．２ ２．９




























































レス型 (CPI, CGPI) は上方バイアスの問題」が生じる４４）。







Pit2 Qit1    Pit Qit Pit1 Qit  100
t‐１期のデフレーター Pt1CP
また，連鎖方式の実質値（ラスパイレス型数量指数）である (VtCL ) は，次
http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/040421/sankou1.pdf（アクセス日：２００５年４
月１２日）。
４１） パーシェ式 (Paasche formula) の指数算式については，総務省統計局による
「統計に関する Q&A」を参照のこと。
４２） 既掲：ESRI「デフレーターと実質化」，p. 1．


















































































































































５０） モーリシャス政府投資促進組織 Board of Investment の高官へのインタビ
ュー，２００８年１１月３日（於同国首都ポートルイス）。

























tions Environment Programme) によるグラフ１３に如実に現れている。ここで
見える現象について世界銀行の指摘するところ（２００９年報告）では，「１９００

















グラフ１３ Changes in the prices of major commodities from 1900 to 2008
Source: UNEP/GRID-Arendal. The Environmental Food Crisis: The Environment’s Role in
Averting Future Food Crises, UNEP, 2009.
５３） UNEP/GRID-Arendal, The Environmental Food Crisis: The Environment’s
Role in Averting Future Food Crises, 2009.
















出所：FAO の Food price indices data から Komatsu Research & Advisory が作成。




















































































































































































グラフ１５ Changes in commodity prices in relation to oil prices
Source: UNEP/GRID-Arendal, The Environmental Food Crisis: The Environment’s Role in
Averting Future Food Crises, UNEP, 2009.










































































































































































て，国際ドナー向け説明会議 (Presidential Dialogues 2008) にて改め
て強調（同大統領の開会スピーチ中）５６）。
３． 同開放政策は同年（２００８年）春に開始された経済開発５か年計画
MAP (=Madagascar Action Plan) に含まれており，繰り返し説明さ
れてきたもの。

























farm in Madagascar) の面積は，マダガスカルの全耕地面積
またはベルギーの国土の約半分にも匹敵。
（７） FT 側は，FAO レポート（２００９年）５７）等を引用しつつ，将
来の海外農地獲得競争が「新植民地主義」の創出 (creating









５７） FAO et al, Land Grab or Development Opportunity?: Agricultural investment
and international land deals in Africa, 2009.
新国際情勢下の地下資源と農業資源
― ―６３
社会では，食料も武器になり得る (Food can be a weapon in
this world)。我々はトウモロコシをマダガスカルから他の
国々に輸出できるし，食糧危機に際しては，それらを我が
韓国向けに船積みできる (can ... ship them back to Korea in






要請に基づいて大統領府内に「国際諮問委員会」(The Board of International








































カ人労働力を導入する計画」(would develop the arable land for farm-













































５． 英国 FT 紙の反応は鈍く，２００８年１２月５日になってから，よう
やく「大宇」側もマダガスカル政府から事業認可を与えられたか




th) Daewoo Logistics Says Farm Deal May Cost $6 Billion
By Sungwoo Park
Daily Telegraph (UK) (20
th) South Korean company takes over part of Madagascar
to grow biofuels
Le Monde (France) (20th) La Corée du Sud loue des terres à Madagascar
Also in JBPress (Japan), Guardian (UK) , TIME Magazine (US) etc
Feb 2009
BBC (UK) (10th) Daewoo warns on Madagascar plans
Daily Trust (Nigeria) (11




(15th) Daewoo Logistics se dit prêt à patienter
A Patrick
Mar 2009
BBC (UK) (19th) Madagascar leader axes land deal














































































































ギリス国内の就業機会」(British jobs for British workers) というス
ローガンを見て驚いた。
このように，各国の間に類似点と相違点があるのは当然であるが，これ
らの進展をまとめれば，図３および図４に見るとおり。
新国際情勢下の地下資源と農業資源
― ―７１
日系企業の農業投資への悪影響懸念
大宇ロジスティックス社関連の誤報では FAO レポート（２００９年）等が
引用されていたこともあり，国際社会では「新植民地主義」という概念と
「食糧安全保障」という言葉を直結させる傾向も生まれた。
１． 折しも，サウジアラビアやリビア等がアフリカを含む途上国で食
料増産目的の大規模農業投資に乗り出す姿勢を示し始めたことか
図３ 保護貿易主義台頭メカニズム（リーマン・ショック後）
図４ 金融危機から政治危機へ
外国人・外国資本 排除への動き
 FT による大宇の誤報では，地元マダガスカル人よりも
南アフリカ人労働者を中心とする雇用計画と報道
 具体的には，南アフリカ企業と契約に基づき，南アフリ
カ人労働者が投入されると誤報
失業の可能性への国民的不安
外国資本反対！
外国人労働者反対！
保護貿易主義台頭の危険
金融危機から政治危機へ
（まとめ）
 金融危機
 経済危機
 失業増大
 社会不安拡大
 政治危機
 外国資本と労働者の排除センチメントの高まり
 保護貿易主義拡大への危険
成城・経済研究 第１８７号 （２０１０年２月）
― ―７２
ら，これらについても「新植民地主義だ」との非難の声が出始め
た。
２． 大宇ロジスティックス社が「韓国系企業」と報道されたため，韓
国に対しても「新植民地主義」への意図を懸念する側から非難の
声が出ている。
３． 欧米諸国では「中国や韓国，日本，サウジ，リビア等々が何故，
このような行動に出ようとしているのか」との問題意識まで聞か
れ始めた。
このような動きは，日系企業による農業分野への投資を大きく妨げる障
害になりかねない。しかし，大手日系商社のアフリカ市場での新規開拓担
当統括は，次のように見ている。「実務的には日系企業がアフリカのよう
に気候・風土・文化への馴染みの薄い地域で農地への直接投資に乗り出す
のは現実的ではない」６０）。
実際，筆者自身の経験から見ても次のようなことが言える。
１． 現地の事情に詳しい地元農業者が積み上げてきた伝統的なノウ・
ハウや知識，技能等々に対し，日系企業が競争上で優位に立つ技
能等を独自に獲得することは事実上，不可能である。
２． 大宇ロジスティックス社関連の誤報記事を巡る混乱は，日系企業
も含む外国資本が現地における雇用創出と現地事情への配慮を地
元住民側に伝えることができなければ，事業の長期的成功の見込
みは非常に低いという貴重な教訓でもある。
とはいえ，「現地人の間に信頼できるディストリビューターを見つける
ことができれば，日系企業の有する高品質肥料や機械類，高度技術等をそ
のディストリビューター経由で農地に届ける事業は可能になる」６１）との立
６０） 井上修平・双日株式会社・中東アフリカ総支配人（執行役員）へのインタビ
ュー，２００９年８月１２日（於ロンドン）。
６１） 前掲。
新国際情勢下の地下資源と農業資源
― ―７３
場に本稿の冒頭で触れた「晴れ間」への突破口を見出したい。
提案
２００９年には「食糧安全保障」をテーマとする国際会議も数多く開催さ
れた。アフリカの AU 総会でもこの問題が主要課題とされた他，各国の
政府等も頻繁に「食糧安全保障」という表現を用いている。
しかし，既述のように，現場レベルではしばしば「食糧安全保障」が
「新植民地主義」と混同されて様々な困難も生じつつある。各地で大小の
紛争が多発するようなことになれば，グローバル市場で国際的な安全保障
が揺らぐようになり，産業界の動きに大きな支障が出てくることになる。
それは先進国，途上国を問わず，各国の経済発展の深刻な障害になりかね
ない。
したがって，国際社会の場において，改めてポジティブな意味での「食
糧安全保障」とネガティブな意味での「新植民地主義」を峻別するための
正確な定義付けについて早急に討議し，決定しておく必要性が痛感される。
そうすることが「食糧安全保障」に先立つ「国際安全保障」の基本となる
からである。
成城・経済研究 第１８７号 （２０１０年２月）
― ―７４
